
 ご意見等の概要 

＜下線は第５回のご意見等＞ 
取組の状況について 

（○：取組を開始しているもの、●今後取り組む予定のもの）＜下線は第５回からの変更点＞ 

【東電の認識】 

・原子力規制委員会委員長から認識不足
を指摘されたが、既に認識や常識はなけれ
ばならない。 

○ 福島第一の廃炉に対し、平成２５年１０月２８日原子力規制委員長よりご指摘いただいた
問題点を踏まえ、東京電力の認識する問題点と対策を「緊急安全対策」として取りまとめ
公表（H25.11.8)し、着実に実施してきた。また、これら取組につき、原子力規制委員長と東
京電力社長が意見交換を実施(H26.3.20)しており、頂いたご意見を踏まえ対策を継続して
いく。  

【敷地境界の実効線量低減】 

・２ミリシーベルト（平成27年3月）や、１ミリ
シーベルト（平成28年3月）への低減を確実
に進めるべき。 

○ 敷地境界実効線量の低減に向けた対策を取りまとめ、着実に実施していく。具体的には、
気体廃棄物対策の実施（放出量の評価手法の精度向上による保守的な評価の見直し等）、
液体廃棄物対策の実施（排水路の清掃、道路清掃、敷地除染等）、固体廃棄物対策の実
施（適切な遮へい設計、保守的な線源条件の見直し等）を継続実施していく。 
また、RO濃縮水貯槽に起因する実効線量については、多核種除去設備、モバイル型スト
ロンチウム除去装置等の重層的なリスク低減対策により浄化処理を進め、敷地境界にお
ける線量低減を図る。【資料４－２、Ｐ２４～２６参照】 

【燃料デブリ取り出しのリスク評価】 

・燃料デブリの取り出しなどのリスク評価を
行い、中長期的な防災計画を住民に提供
して欲しい。 

○ 平成２６年８月に発足した原子力賠償・廃炉等支援機構と協力し、燃料デブリ取り出しに
向け、第２期の期間や工程を可能な限り細分化・具体化していくとともに、取組状況に応じ
たリスクもより具体化し、自治体が策定する防災計画に資するよう情報提供していく。 

【ストロンチウムなどの分析】 

・ストロンチウムのデータについて、最近に
なって公表された点なども踏まえ、情報開
示を適切に行うべき。 

○ 廃炉の取組について、重要度や社会的関心度合いに応じ、県民をはじめ社会の皆さまに
情報を適時適切に公表していく。 

○ ストロンチウムのデータの一部が正確でなかったことを踏まえ、サンプリングデータの品質
を確保するための取組（東電社内の複数の分析施設による確認、社外第三者による確認
等）を実施し遅滞なく公表する。 

○福島大学を中心に開発した、ストロンチウム分析を大幅に短縮させる装置につき、平成２６
年１２月１日から福島第一原発内での運用を開始。 1 
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 ご意見等の概要 取組の状況について 

【安全確保協定】 

・東電が原発立地４町と締結している安全確保協
定と同様のレベルの協定を、他の周辺自治体とも
締結して頂きたい。 

○ 福島県当局とよくご相談させていただき、真摯に対応していく。 

【原因の究明】 

・福島第一原発事故の原因が、比較的不明なまま
であるので、その解決に向けて取り組んで頂きた
い。 

・バルブの開閉の誤りや汚染水の誤移送などの問
題について、原因究明をしっかりと行うべき。 

・トラブルの原因究明をしっかり行い、対処方
法の改善を適切に行うべき。 

 

○ （事故の原因究明）東京電力は、平成２４年６月に「福島原子力事故調査報告書」
を公表。未確認・未解明事項の調査・検討も継続して実施し、平成２５年１２月に
第１回、平成２６年８月に第２回の進捗状況を公表。引き続き全容解明に向け優
先順位の高い課題について、平成２７年１２月までに結論を出し、安全性の向上
や廃炉作業の進展に役立てていく。 

○ （弁の開閉誤り）漏えいの原因として誤った弁操作とタンク水位の異常兆候見逃し
を抽出。誤った弁操作の調査は、相談窓口を設置し継続実施。一方、弁を容易に
操作できる環境、水位異常を見逃し易い環境を是正する対策（弁の施錠管理・記
録管理、タンク水位計に警報やポンプ停止機能を追加、等）を継続実施。 

  （汚染水の誤移送）誤移送の原因として、移送ポンプ電源盤での誤った操作を抽
出。電源盤にある移送ポンプ等のスイッチを誤って操作し易い環境を是正する対
策（スイッチの負荷明確化、電源盤の施錠管理、等）を継続実施。 

○上記トラブルと同様に今後も発生したトラブルに対し原因究明をしっかり行い、対
処方法の改善を行う。 

【トラブルの防止】 

・帰還や定住などの観点から、トラブルを可能な限
り少なくすることにしっかりと取り組んで欲しい。ま
た、ヒューマンエラーが多く、今は実績を上げるこ
とが大事なので、原点に返って取り組むべき。 

・作業員による初歩的な事故を防ぐため、きちんと
マニュアルを整備すべき。 

・現場において十分に状況を把握し、新たなトラブ
ルが発生しないようにリスク管理を徹底すべき。 

・トラブル防止の事前対応にしっかりと取り組
んで欲しい。 

○ 設備トラブルおよび人災の発生を防止するため、作業プロセスの事前検討、作
業当日の危険予知などの取組を強化。さらに、個人の注意力を喚起し人災を撲
滅するため、作業員が毎日一人で危険予知する取組（一人KY活動）を継続実施。 

○ 現場が管理されていることを責任もって確認するエリアキーパー制を導入し、現
場の改善を継続実施。また、現場で所属会社名が分かるよう、社名ワッペンの貼
り付けを実施。 

○ 新たなトラブル発生を防ぐため、東京電力社員が協力企業の作業前の危険予知
活動に参加する等、作業員とのコミュニケーション強化に取り組んでいる。 

○ 平成２６年１１月に発生したタンクエリアでの人身災害については、作業手順を見
直し、十分な作業エリアを確保などを徹底し、再発防止に努める。【資料４－２、Ｐ
２７～３１参照】 

○平成２６年１２月に発生した多核種除去設備処理水の水漏れについては、現場で
のライン確認、施錠管理などの対策を徹底し、再発防止に努める。【資料４－２、
Ｐ３２～３５参照】 2 



 ご意見等の概要 取組の状況について 

【貯水タンク対策】 

・溶接型以外の手法（上水道で使用されているコ
ンクリート製の手法など）について重層的に準備
すべき。 

○ 汚染水の貯留技術について、様々な技術提案をいただいており実現性を検討し
ているが、鋼製タンク以外の技術は課題があり採用に至っていない（洋上タン
カー：定期的に水抜き点検の必要性あり、地下貯水：漏えい防止・漏えい検知手
法の検討が必要）。 

   コンクリート製タンクについては、上水道にて実績があることを踏まえ、汚染水貯
留への適用性について、学会と共同で検討実施中（5/30,7/29,10/9,12/9に検討
会開催）。 

【凍土方式の陸側遮水壁】 

・リスク評価や安全性の確認をしっかりと行った
上で実施し、確実に効果を出すべき。 

・万が一、凍土壁に効果が無かった場合には、
どのような対策があるのか。 

・凍らない事態も考えて、次の手段も用意し
ながら進めるべき。 

○ 凍土壁完成後の地盤沈下の影響への対応等について、原子力規制庁の検討会
で確認いただき、平成２６年６月２日に着工。引き続き、専門家のご意見を伺いな
がら確実に工事を実施していく。 

○「汚染源に水を近づけない対策」は、凍土方式陸側遮水壁に加え、地下水バイパ
スによる地下水の汲み上げ、建屋近傍の井戸（サブドレン）での地下水汲み上げ、
雨水の土壌浸透を抑える敷地舗装を組み合わせ、重層的な対策を講じている。 

○サブドレン・陸側遮水壁が機能しない場合も想定して、雨水の土壌浸透を抑える
敷地舗装を実施し、効果をできるだけ早く発現させるため平成２６年度中の概成
を目指している。また、追加的な遮水壁の設計等も進めているが、現在実施して
いる対策の実施状況や効果を見極めた上で、追加的遮水対策の要否について判
断する。 

【多核種除去設備】 

・トラブルが相次いでいるが、安定稼働ができる
ように再発防止にきちんと取り組むべき。 

・増設・新設予定の設備についても、これまでのト
ラブルの原因等をしっかりと究明し、その結果を
反映したものとすべき。 

○ 多核種除去設備のトラブル再発防止対策を確実に実施するとともに、増設・新設
した設備にも反映。 

例：１系統（B)のフィルター部品（テフロン製ガスケット）が汚染水からの放射線により
劣化し下流側へ汚染水が移行。残り2系統（A,C)ではフィルター近傍の水質を確
認することで、同様の事象を早期に検知し下流側への汚染水移行を防止。３系統
ともに、耐放射線性に優れる材質（合成ゴム製ガスケット）に変更。この知見を増
設・新設予定の設備にも反映。 
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 ご意見等の概要 取組の状況について 

【海水モニタリング】 

・海水モニタリングの状況について、どのように受
けとめたらよいのかが分かるよう、工夫をして欲
しい（発災前との比較、他の原発との比較など）。 

○至近の海水モニタリング状況は、事故前と比較すると高い数値となってるが、港湾
内の一部（１～４号機近傍）を除き、告示濃度およびＷＨＯガイドラインを下回る濃
度となっており、異常な変化は確認されていない。また、前年の最高値と比べても
濃度は低下している。  

○放射性物質の漏出の監視を目的とした迅速性を重視するための日常分析（毎日
実施。検出下限値は１Bq/L）と、環境中に放出された放射性物質の拡散、沈着、
移動・移行の状況の把握のための詳細分析（一週に一回実施。検出下限値は
0.001Bq/L）の２種類を実施し、公表している。 

【地下水バイパスの運用】 

・地下水バイパスについて、運用目標を徹底的
に遵守すべき。また、運用目標を超えた場合
の対応についても公開して対外的にきちんと
説明すべき。 

・地下水バイパスの稼動後の地下水挙動の調査
について、継続的な情報提供をお願いしたい。 

○くみ上げた地下水の運用目標以上となった場合の対応方針を定め公表し遵守し
ている。 

○地下水バイパス稼働後の地下水挙動につき、継続的に測定し情報提供していく。
建屋への流入量低減はゆっくり効果が現れると考えており、引き続き確認していく。 

  東京電力は、高温焼却炉建屋の止水と地下水バイパスの稼働による建屋への地下水流
入量抑制効果について、平成２６年１２月までのデータから、従前（H24.1～H26.1）より１０
０m3/日程度低減していると評価した。但し、建屋への地下水流入量は、複数の流入抑
制対策が重畳して効果を発揮しており、また、建屋流入水も変動していることから、引き
続き効果を評価していく。 

【サブドレンの運用】 

・漁業者への丁寧な説明を実施すべき。 

・放出するのは地下水そのものであり、希釈等を
行っているもので無いことを対外的にきちんと説
明すべき。 

○建屋近傍の井戸（サブドレン）及び海側遮水壁近傍の井戸（地下水ドレン）からくみ
上げた地下水は、浄化し、地下水バイパスで設定した運用目標を満たすことを確
認した後、港湾内に排水する計画。漁業者をはじめとした関係者の理解が得られ
るよう、継続して説明を実施していく。【資料４－２、Ｐ２３参照】 

○サブドレン他処理施設は、サブドレン及び地下水ドレンからくみ上げた地下水を処
理するものであり、くみ上げた地下水以外のものを加えて希釈するということは一
切ない。 

○平成２６年１０月にNo.18,19サブドレンピットから高濃度の放射性物質が確認され
た。原因は連結されていた未復旧ピットから汚染を引き込んだものと推定しており、
当該未復旧ピットと分断することにより、その後のNo.18,19ピットの放射性物質濃
度は大幅に低減している。 
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 ご意見等の概要 取組の状況について 

【建屋からの粉塵飛散防止】 

・１号機の燃料棒の取り出しの作業開始に向
けて、カバーを外す予定であるが、舞い上が
りの影響がないように、気を付けて作業をす
べき。 

・カバー撤去に際しては、作業手法や十分な
対策、工事期間を、メディアを通じて事前に
周知すべき。 

・モニタリング設備を拡充・広域化して監視体制を
強化すべき。また、通報体制をきちんと整備すべ
き。 

・万が一放射性物質が飛散した場合に備え、暫
定的なものであっても、避難計画を策定しておく
べき。 

・作業前にはあらかじめ住民に対し一時立入を控
えるようアナウンスすることも検討すべき。 

・昨年８月の３号機がれき撤去に伴う粉塵の飛散
について、適切な評価と情報提供を実施すべき。 

○１号機の建屋カバーを外す際に、放射性物質を飛散させない対策を実施する。ま
た、放射性物質濃度の監視体制を強化している。悪天候や異常を検知した場合
には、作業を中止する。 

○建屋カバー解体工事に先立ち、飛散防止剤の散布と調査を実施する。その内容、
工程等を関係者に説明し公表している。 

○他の行政機関や自治体とも連携した監視体制の強化、原子力災害現地対策本部
を起点とした通報体制のさらなる充実を図り、万が一飛散をした場合の対応につ
いても整備していく。 

○作業予定の事前の公表に加え、一時立入り中の方への情報提供体制についても
整備を進める。 

○平成２５年の３号機からの粉塵飛散については、東京電力が様々な環境データと
照合の上評価を行っているほか、原子力規制庁からも分析・評価を行うこととして
いる。 

○建屋カバー解体を着実に進めるため、平成２６年１０～１２月に、飛散防止剤を散
布し、屋根パネルを２枚取り外し、放射性物質濃度、ガレキ状況、線量等の調査
を実施した後、屋根パネルを戻した。【資料４－２、Ｐ９～１１参照】 

【４号機使用済み燃料棒取り出し】 

・３体の屈折した燃料棒などについては、どの
ように対応していくのか。慎重に対応して欲
しい。 

○４号機使用済燃料プールに貯蔵されている変形燃料（１体）及び漏えい燃料（２
体）については、平成２６年１１月に取り出しを完了。 

○平成２６年１１月５日に全ての使用済み燃料の取り出しを完了。未使用の燃料に
ついても平成２６年１２月２２日に取り出しを完了。【資料４－２、Ｐ４～５参照】 
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【汚染水の漏えい対策】 

・昨年８月にあった流出の教訓が生かされて
いない。梅雨に入ったこともあり、間違いな
く取り組んで欲しい。 

○ノッチタンクには雨水を貯蔵していたこともあり、管理が不十分であったが、汚染が
確認された雨水であり、毎日のパトロールなどにてしっかり管理を実施していく。 

加えて、１～４号機側・タンクエリアを区分しエリアキーパーを決め、パトロールを
実施しており、管理の洩れをなくしていく。平成２６年１０月上旬に発生した台風１
８号及び１９号の際にはタンク・堰からの漏えい事象はなく、今後も万全を期して
対応してく。 

【人員確保、技術継承、人材育成】 

・廃炉作業の人員確保、技術の継承、人材育成
を適切に行うべき。 

・新たな技術の確立とともに、作業員のスキル
アップを図る教育を行うべき。 

・現場で作業をしている方の人材育成などを通じ
て、質の向上に努めて頂きたい。 

・長期の廃炉作業を担う人材の若い世代からの
教育にしっかりと取り組むべき。 

・現場で指示・監督のできる人材の確保や育成の
ための仕組みづくりや研修の充実などに確実に
取り組むべき。 

・風評被害を防止する観点からも、汚染水漏洩対
策は重要であり、作業員の教育を徹底して行うべ
き。 

・長期的に技術者の確保をきちんと行っていく
べき。 

・現場の作業員を増加するとのことだが、中
堅的なリーダー人材の育成や研修もきちんと
行うべき。 

・作業員の待遇改善・地位の向上を積極的に
検討すべき。 

○ 東京電力は、廃炉推進カンパニーを設立し、廃炉に集中して取り組む体制にて廃
炉を進めていく。 

○ 安定した雇用環境を作り長期間従事いただく中で、元請と協力し作業員の技量
向上を図っていく。また、作業員の方々が集まりコミュニケーションの機会を増や
すことで技術伝承や仕事の品質を向上できる環境を整備していく（休憩所・給食セ
ンター設置）。 

○ 現場の状況（主要作業、トラブル・災害情報等）や注意事項を電子掲示板等でお
知らせし、福島第一で働く全ての人が共有する。 

○ 廃炉のため新たに必要となる技術を抽出し、逐次教育訓練を実施する。（例：放
射線管理要員研修） 

○随意契約を積極的に採用し、長期的な要員確保を可能とすることにより、計画的
な人材育成を行っていく。 

●過去のヒューマンエラーから不足している基本動作を抽出し、作業関係者全般に
事例集を配布するなどにより周知する。また、その実施状況を適宜現場で確認す
る。中堅的なリーダー人材に対しては、作業リスクを先取りし改善する力を研修及
び現場の徹底的な把握により習得させる。 

○作業員の方々が誇りを持って仕事が出来るための環境整備を進めていく。また、
東京電力では協力企業作業員にアンケートを実施しており、改善要望事項につい
て、改善の取組を行っている。【資料４－２、Ｐ１２～１７参照】 



 ご意見等の概要 取組の状況について 

【作業環境や労働条件の整備】 

・作業員の被ばく管理などの安全対策を適切に
行うべき。 

・モチベーションの維持にも繋がる報酬面の手当
などの改善を図るべき。 

・アンケート等を通じて把握した作業員の声を、作
業環境の改善などの取組に適切に反映すべき。 

・本当に原発のことを分かっている作業員が、本
来戻るべき作業の現場に戻れるようにすべき。 

・作業上のミスについて作業員の対話などに
よって作業環境を改善するべき。 

・メーカーなどの縦のコミュニケーションをき
ちんと行い、熱中症対策などの環境整備を
しっかり行うべき。 

○ 発電所内の除染（目標線量率：平均５マイクロSv/h）を精力的に進めるとともに、
作業負担軽減（全面マスク省略エリア拡大）、働きやすい作業環境醸成（休憩所
の追加、食生活の改善）を図る。 

○ 当社の設計上の労務費割増分を増額し、契約締結を開始している。 割増増額
分が作業員に行き渡る施策の効果について確認を実施している（平成26年8月に
もアンケートを実施、現在集約中） 。 

○ 作業員からのアンケート結果および協力企業からの聞き取り結果を踏まえて、
全面マスク省略エリアの拡大や大型休憩所の設置・給食センターの設置などの
労働環境の改善を行っている。今後も作業員の皆さまのご意見を踏まえ労働環
境の改善に努めていく（平成２６年８月にもアンケートを実施）。【資料４－２、Ｐ１２
～１７参照】 

○ 今後必要な作業の計画をしっかりと示し必要な要員を確保していく。また、東京
電力においても、廃炉業務に必要な社員を当該業務へ従事させるなど適切な人
材配置へ適宜見直しを実施。 

○ 設備トラブルおよび人災の発生を防止するため、作業プロセスの事前検討、作
業当日の危険予知などの取組を強化。さらに、個人の注意力を喚起し人災を撲
滅するため、作業員が毎日一人で危険予知する取組（一人KY活動）を継続実施。  

○現場におけるミスや傷病を防止するためには、対話・コミュニケーションが重要と
考えており、現場に密着した場所で執務する環境、および現場近くにコミュニケー
ションがとれる環境整備を進めている。 

○今年は作業員数の増加に伴い熱中症も増加していることから、対策として基本動
作の徹底（体調管理、WBGT値30℃以上での作業禁止）、作業環境の改善（休憩
所の増設、水飲み場の確保）などを行う。平成２６年度は作業に起因した熱中症
が１５人発生したが、休業を伴う熱中症は発生しておらず、「体調に異変を感じた
ら直ぐに救急医療室（ＥＲ）へ行く」の徹底等により重篤な熱中症は減少している。 

【土砂崩れの可能性】 

・高台の部分につき、豪雨による土砂崩れの可能
性等、地盤の性質・強度をしっかり評価すべき。 

○発電所構内の法面については、ほとんどが地山を掘り込んだ斜面であり、比較的
硬い地層で構成されていることや、自然斜面については雨水が大量に集中する
エリアはないことなどから大規模な土砂崩壊が発生する可能性は低い。但し、小
規模な不具合箇所が存在するため、各箇所の状況に応じ適切に補修を実施する
予定としている。 7 



 ご意見等の概要 取組の状況について 

【実施体制や施設の整備】 

・東電として事故収束・廃炉を最優先に、廃
炉推進カンパニーにあらゆる経営資源を投
入し、全社を挙げて取り組むべき。 

・漏洩などを早期に発見するため、貯水タン
クのパトロールを強化すべき。 

・廃炉までの数十年の作業を見据え、恒久的
な施設として整備すべき。 

○ 東京電力は、社長が廃炉・汚染水対策に全社を挙げて取り組むことを宣言しており、廃
炉に必要な資金・要員を投入するとともに、廃炉に必要な環境整備につきバックアップす
るなど、あらゆる経営資源を投入し取り組んでいく。 

○ タンクからの漏えい対策として、汚染水・タンク対策関係要員を強化し、タンクパトロール
強化（４回／日）や水位計設置、警報発生時の対応を定めるなどの対策を実施している。 

○ 長期に渡る廃炉作業を見据え、設備の恒久化（電源信頼性向上（直流電源多重化、水処
理設備の電源多重化等）、電線管・配管の信頼性向上等）を実施している。   

【ロードマップ】 
・第２期についての期間や工程を細分化、具
体化すべき。 
・進捗状況などが分かる形の短期のロード
マップを工夫して作って欲しい。 

○ 改訂中の中長期ロードマップにおいては、第２期の期間や工程について、可能な限り、細
分化や具体化を図る。【資料５－１参照】 

○ 原子力賠償・廃炉等支援機構では、今後の廃炉を円滑に進める観点から、当面の課題
として、燃料デブリ取り出し、廃棄物対策、建屋止水について、中間的な目標を織り込んだ
「戦略プラン（仮称）」の策定に着手。これを踏まえ、中長期ロードマップの改訂に向けた検
討を進めている。【資料５－２参照】 

【国の役割】 

・国は予算措置を講じているが、前面に出て
いる実感がない。 

・国が実際に現場で頑張っている姿が、余り
見えていない。また、問題が起きないように、
事前に現場に行って対応すべき。 

・世界の叡智を結集する体制を整備するとと
もに、国が前面に立って、廃炉に責任と主体
性を持って取り組む体制を整備すべき。 

・国際廃炉研究開発機構や原子力損害賠
償・廃炉等支援機構について、専門家を
配置し、世界の叡智を結集してよりアク
セルを踏んで取り組んでいくべき。 

○ 廃炉・汚染水対策について、国が果たすべき役割として、以下の取組みを進めている。 
 ①基本的方針やアクションプランの策定 
 ②潜在的なリスクの洗い出しと予防的・重層的な対策の検討 
 ③現場の視点での対策検討・工程管理 
 ④技術的な難易度が高い技術開発を行うための予算措置を通じた、国内外の叡智の結集 
 ⑤国際機関、海外メディアを含め、国内外への正確で分かりやすい情報発信 

○ 特に、③については、平成２５年９月に「廃炉・汚染水対策現地事務所」を設置し、現場で
日々発生する様々な問題点等を把握するとともに、「廃炉・汚染水対策現地調整会議」に
おいて、廃炉や汚染水問題に関する課題について、現場の意見を吸い上げ、きめ細かい
対応策の検討や工程管理等を実施している。また、トラブル発生時だけでなく、定期的に
福島第一原発に赴き、現場の確認や必要な対応の指導等を行っている。 

○ 平成２６年８月１８日、改正原子力損害賠償支援機構法が施行され、「原子力損害賠償・
廃炉等支援機構」が発足。同月から開始された廃炉等技術委員会は、月１回の頻度で開
催され、海外の有識者も含め、重要課題の戦略立案、国際連携の強化などの検討を行っ
ている。【資料５－２参照】 8 
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 ご意見等の概要 取組の状況について 

【廃炉・汚染水対策（全般）】 

・スピード感を持って取り組むべき。 

・スケジュールが後ろ倒しにならないよう十分に準
備をして進めるべき。 

・危機感を継承しつつ、国内外の知識を総結集し、
今から長期的な計画を立てながら取り組むべき。 

○ 毎月１回開催している廃炉・汚染水対策現地調整会議などを通じて、作業の進捗
状況について不断のチェックを行い、スケジュールを適切に管理する。また、進捗
の遅れが認められた場合には、その理由を確認し、ボトルネックとなっている要因
を把握し、迅速に対処していく。例えば、タンクの増設については、約８０万トンのタ
ンクを実現できるタイミングについて、平成２８年度内から平成２６年度内に２年の
前倒しを図った。  

○ 国際廃炉研究開発機構を通じて、昨年、廃炉・汚染水対策に関する技術公募を、
国内外に広く行い、多くの技術情報の提供を頂いた。昨年３月以降順次実施した
技術検証・技術開発の公募事業において、採択２４件（汚染水分野：１３件、廃炉分
や１１件）中８件の事業に海外企業（米・英・ロ・仏）が参加。 

【地下水の流入対策】 

・雨水由来の地下水対策として、敷地内の舗装化
を図るべき。 

○ 建屋への地下水流入量を減らすため追加対策として、平成２５年１２月に「広域的
な舗装（表面遮水）」又は「追加的な遮水とその内側の舗装」を実施することを決定
した。これを受け、汚染水処理対策委員会等で具体的な方策を追加検討した結果、
広域的な舗装と地下水バイパスを併用することが効果的であり、効果の早期発揮
に向け今年度中に広域的な舗装を概ね完成させることとした（平成２６年１２月現
在で予定エリア面積の約５４％実施済）。また、各対策の実施状況によってさらに
追加対策が必要となる場合に備え、次善の策（薬液注入や遮水壁）についても設
計等の準備を進めることとした。  

【地下水バイパスの排水の判断】 
・排水基準に基づいた判断などについて、安心の
観点から専門家がオーソライズする仕組みを構築
すべき。 

・地下水バイパスで汲み上げた地下水を海へ放出
するに際して、第三者機関によるチェック体制をき
ちんと構築すべき。 

・排水基準を厳重に遵守し、運用方法を更に明確
化するとともに、地下水の分析状況やモニタリング
の実施状況等について国内外へ正しく情報提供を
行うべき。 

○ 地下水バイパスの稼働に当たっては、以下の対応を行っているところ。 

 ・地下水バイパスの排出運用目標及び運用方法は、国としても東電に対し、これら
を厳重に遵守するよう指導する。また、水質の分析の結果が運用目標等を超過し
た場合の対応については、明文化し、その厳守を指導する。 

 ・東電による測定結果の確認のため、日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）及び東電
と資本関係のない複数の分析機関が定期的に水質を分析・確認する。また、誤っ
た操作が行われないよう、国の現地事務所職員が適宜、排出作業に立ち会う。 

 ・マスメディアを通じた海洋モニタリング結果の周知依頼などを通じて、国内外への
積極的な広報・情報発信を行う。 
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 ご意見等の概要 取組の状況について 

【トリチウム水の取扱い】 

・トリチウム水を海へ放出する場合には、徹底した
検査や管理を行った上で十分な対策を講じるべき。 

○ 平成２５年１２月、汚染水処理対策委員会の下にトリチウム水タスクフォースを設
置し、現在まで計１０回開催（１月２１日に第１１回の開催を予定）。委員や国内外
の有識者等からトリチウムの物性、環境動態・影響、環境中における拡散現象評
価、海外におけるトリチウム水の取扱等について説明、議論が行われた。また、こ
れまでの議論を踏まえ、トリチウム水の選択肢や評価項目（環境への影響・リスク、
技術的可能性、処理期間、コスト等）を整理し、各選択肢の具体的な評価について
の検討を進めているところ。  

【風評対策】 

・風評対策をしっかりと行うべき。事業者の取組へ
の適切な助言や支援を行って欲しい。 

○ 国内外への適時・適切な情報提供を行うことなどを通じて、風評対策についてしっ
かりと取り組む。  

【新たな地域づくり】 
・１０年先、２０年先、廃炉に向けての地域づくりの
検討を進め、子供達が本当に必要とする復興に取
り組むべき。 

・国や州、民間の方が参加し、社会が納得して対
策を進め、コストを払う仕組みの構築を図るべき。 

○ 「福島・国際研究産業都市（イノベーション・コースト）構想研究会」を平成２６年１月
に設置し、産学官の有識者で、今後の廃炉関連の拠点施設等を中心に、研究開発
拠点、産業拠点、人材育成拠点、地域開発の在り方等を検討（計７回開催）。平成
２６年６月２３日に報告書をとりまとめ、構想の実現に向けて関係省庁も交えた議
論を始めている。 

【敷地内の瓦礫や取り出した燃料棒の移動】 
・敷地内に保管されている汚染された瓦礫や、取り
出した燃料棒を早期に移動すべき。 

・最終処分場の選定を行うべき。 

● 福島第一原発においては、使用済燃料の溶融デブリ等、高レベル放射性廃棄物
ガラス固化体と同等レベルの放射能レベルの高い廃棄物が発生することも見込ま
れる。ただし、これらの廃棄物については、現在、その性状・形態等が明らかになっ
ておらず、安全に処理・処分する方法等についても確認されていない。このため、
まずは廃棄物の性状等を明らかにした上で、２０１７年度までに固体廃棄物の処
理・処分に関する基本的な考え方の取りまとめを行う。 
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 ご意見等の概要 取組の状況について 

【除染の取組】 

・国道６号線の開通に当たっては、定期的な道路
除染も検討すべき。 

○引き続きモニタリングを継続し、得られたデータに基づき自治体・関係機関と対応方
針を調整していく。 

【その他】 

・福島県の多くの人が廃炉・汚染水対策の作業に
一生懸命取り組んでいるので、責任を押しつけず
に、それぞれ自分のできることを精一杯やるべき。 

○ 政府・東電は、本評議会などを通じて、地元の皆様の声にもきちんと耳を傾けなが
ら、福島の復旧・復興を加速するため、廃炉・汚染水対策を着実に一歩ずつ進めて
いく。 


